
（５） 小規模住居型児童養育事業関係（平成２１年４月１日施行）

【児童福祉法施行規則の一部改正】

児童福祉法

（略）第６条の２

②～⑦ （略）

⑧ この法律で、小規模住居型児童養育事業とは、第２７条第１項第３号の措置に係

る児童について、 、保護者のない児童又は保護厚生労働省令で定めるところにより

（ 「 」 。）者に監護させることが不適当であると認められる児童 以下 要保護児童 という

の養育に関し相当の経験を有する者その他 （次条第１項に厚生労働省令で定める者

規定する里親を除く ）の住居において養育を行う事業をいう。。

＜内容＞

１ 事業の実施のための人員・設備・運営等に関する事項を以下のとおり定める。

（１） 事業基本方針について

（基本方針）

○ 小規模住居型児童養育事業は、養育者の住居において、複数の児童によるかかわ

りを活かしつつ、委託児童の自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立するととも

に、豊かな人間性及び社会性を養い、委託児童の自立を支援することを目的として

行われなければならない。

（委託児童を平等に取り扱う原則）

○ 小規模住居型児童養育事業者は、委託児童の国籍、信条、社会的身分又は入居に

要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。

（虐待等の禁止）

○ 小規模住居型養育事業に従事する養育者及び補助者（家事援助等により養育者を

補助する者 （以下「養育者等」という ）は、法第３３条の１０各号に規定する虐） 。

待を行ってはならない。

○ 小規模住居型児童養育事業に従事する養育者は、委託児童に対し法第４７条第２

項の規定により懲戒に関しその児童の福祉のために必要な措置を採るときは、身体

的苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用してはならない。

○ 小規模住居型児童養育事業者は、委託児童の権利擁護、虐待の防止等のため、責

任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、その養育者等に対し、研修を

実施する等の措置を講じなければならない。

（２） 人員について

○ 小規模住居型児童養育事業者は 小規模住居型児童養育事業を行う住居 以下 小、 （ 「

規模住居型児童養育事業所」という ）ごとに３人以上の養育者を置かなければな。

らない。ただし、養育者が１人以上である場合には、補助者をもってその他の養育

者に代えることができる。補助者は、２の⑤に該当する者とする。

○ １人以上の養育者が当該住居に生活の本拠をおき、専任の養育者でなければなら

、 。ないものとし うち１人を小規模住居型児童養育事業所の管理者とするものとする
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